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平成 23 年度 決算のお知らせ 

 
ヒューマンライフ少額短期保険株式会社 

   
 

平成 23 年度（ 24 年  3 月 31 日現在）貸借対照表 
 

 （単位：千円） 

科     目 金 額 科     目 金 額 

（資産の部） （負債の部） 

現金及び預貯金 

現金 

預貯金 

有価証券 

国債 

地方債 

その他の証券 

有形固定資産 

土地 

建物 

 リース資産 

建設仮勘定 

その他の有形固定資産 

無形固定資産 

ソフトウェア 

 のれん 

 リース資産 

 その他の無形固定資産 

代理店貸 

再保険貸 

その他資産 

338,814

624 

338,189

―

―

―

―

5,336

―

―

―

―

5,336

22,684

22,684

―

―

―

―

―

7,221

保険契約準備金 

支払備金 

責任準備金 

代理店借 

再保険借 

短期社債 

社債 

新株予約権付社債 

その他負債 

借入金 

未払法人税等 

未払金 

未払費用 

前受収益 

預り金 

リース債務 

仮受金 

その他の負債 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

140,018

22,285

117,732

―

2,751

―

―

―

12,559

―

6,112

5,609

―

―

709

―

128

―

―

480
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未収金 

未収保険料 

前払費用 

立替金 

932

―

―

―

価格変動準備金 

繰延税金負債 

負ののれん 

負債の部 合計 

―

―

―

155,809

未収収益 

仮払金 

その他の資産 

繰延税金資産 

供託金 

―

20

6,269

19,587

23,000

（純資産の部） 

資本金 

新株式申込証拠金 

資本剰余金 

資本準備金 

その他資本剰余金 

利益剰余金 

―

110,000

―

100,000

100,000

―

50,835

 利益準備金 

その他利益剰余金 

任意積立金 

前期末処分利益 

繰越利益剰余金 

自己株式 

自己株式申込証拠金 

株主資本合計 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

土地再評価差額金 

評価・換算差額等合計 

新 株 予 約 権 

純資産の部 合計 

―

―

―

―

50,835

―

―

260,835

―

―

―

―

―

260,835

資産の部合計 416,644 負債及び純資産の部合計 416,644
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23 年  4 月  1 日から 
平成 23 年度              損益計算書 

24 年  3 月 31 日まで 
        

（単位：千円） 

科     目 金   額 

経常収益 

保険料等収入 

保険料 

再保険収入 

 回収再保険金 

 再保険手数料 

 再保険返戻金 

 支払備金戻入額 

 責任準備金戻入額 

資産運用収益 

利息及び配当金等収入 

447,442

439,342

369,483

69,858

69,858

  ―

  ―

―

―

―

―

その他運用収益 

その他経常収益 

―

8,100

経常費用 

保険金等支払金 

保険金等 

解約返戻金等 

その他返戻金 

契約者配当金 

再保険料 

責任準備金等繰入額 

  支払備金繰入額 

  責任準備金繰入額 

資産運用費用 

事業費 

営業費及び一般管理費 

税金 

減価償却費 

390,414

207,241

113,225

―

54

―

93,962

8,014

4,451

3,563

―

175,157

165,683

1,652

7,701
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退職給付引当金繰入額 

その他経常費用 

120

―

経常利益（又は経常損失） 57,028

特別利益 ―

特別損失 

価格変動準備金繰入額 

その他特別損失 

―

―

―

契約者配当準備金繰入額 

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 

法人税及び住民税 

法人税等調整額 

法人税等合計 

―

57,028

20,200

6,877

27,077

当期純利益（又は当期純損失） 29,950
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【注記事項】 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （1）固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産・・・定率法を採用しています。 

    無形固定資産・・・定額法を採用しています。 

 

 （2）消費税等の会計処理方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

 （1）有形固定資産の減価償却累計額・・・5,095 千円 

 

 （2）支払備金の内訳 

   ①元受普通支払備金・・・・・・・・ 41,898 千円 

   ②同出再不積立額・・ ・・・・・・・25,138 千円 

   ③普通支払備金・・・ ・・・・・・・16,759 千円 

   ④元受 IBNR 支払備金要積立額  ・・・13,816 千円 

   ⑤同出再不積立額・・・・・・・・・  8,289 千円 

   ⑥IBNR 支払備金・・・・・・・・・・ 5,526 千円 

 

 （3）普通責任準備金の内訳 

   ①普通責任準備金・・・・・・・・・・64,488 千円 

   ②異常危険準備金・・・・・・・・・・53,243 千円 

   ③責任準備金（合計）・・・・・・・・117,732 千円   

 

3. 損益計算書に関する注記 

 （1）正味収入保険料の内訳 

   ①元受保険料・・・・・・・・・・・369,483 千円 

      ②解約返戻金・・・・・・・・・・・   0 千円 

   ③その他返戻金・・・・・・・・・・・・ 54 千円 

④出再保険料・・・・・・・・・・・ 93,962 千円 

⑤再保険返戻金・・・・・・・・・・    0 千円 

   ⑥正味保険料・・・・・・・・・・・275,467 千円 
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 （2）正味支払保険金の内訳 

   ①元受保険金・・・・・・・・・・・・ 113,225 千円 

   ②再保険金 ・・・・・・・・・・・・  69,858 千円 

   ③正味保険金・・・・・・・・・・・・  43,366 千円 

 

 （3）支払備金繰入額の計算上、差引いた出再支払備金繰入額は 

    普通支払備金・・・・・・・・・・・・5,234 千円 

    IBNR 備金 ・・・・・・・・・・・・・△356 千円  であります。 

 

 （4）責任準備金繰入額の計算上、差引いた出再普通責任準備金繰入額は 

                                  0 千円  であります。 

 

 （5）利息及び配当金収入は 

    預貯金利息・・・・・・・・・・・・・・ 0.2 千円 であります。 

 

4. 税効果会計に関する注記 

（1）繰延税金資産の内訳 

役員退職慰労引当金            147 千円 

一括償却資産                    260 千円 

IBNR 備金                    1,870 千円 

未払掛金                  36 千円 

異常危険準備金           16,383 千円 

貯蔵品                   689 千円 

未払報酬                   72 千円 

未払事業税                 127 千円 

      繰延税金資産                  19,587 千円 

 

（2）法定実行税率と税効果適用後の法人税等の負担率との間の項目別内訳 

   法定実行税率                   36.21％ 

      （調整） 

       税率変更影響額           5.50％ 

       交際費               2.78％ 

       住民税均等割            1.10％ 

       留保金課税影響額         0.88% 

その他              1.02％ 

   税効果会計適用後の法人税等負担率     47.48％ 
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5. 関連当事者との取引に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

6. 1 株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たりの純資産額は 118,561 円 41 銭であります。 

 

（2）１株当たりの純利益は 13,613 円 94 銭   であります。 

 ※ 額面 1 株 50,000 円 

 

7. その他の注記 

金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 

 

8. 重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

以上 


